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東京大学 復興デザイン学２０１６

首都直下地震に備える事前復興

～阪神大震災で生まれ、東日本大震災で羽ばたく～

２０１６年６月６日

明治大学・危機管理研究センター・特任教授

中林一樹
なかばやし いつき

１．震度7の地震が示す
日本の地震災害の特徴と課題

• 阪神・淡路大震災 ＜都市直下災害＞

• 都市施設・建物の震動災害で圧死者、地震火災は軽微

• 新潟県中越地震 ＜高齢社会災害＞

• 日本の国土の70％を占める農山村地域の被災

• （超）高齢社会の震災、震災関連死多発、孤立化する集落

• 平成２８年・熊本地震 ＜余震多発の直下災害＞

• 前震後の本震で圧死者、ライフライン被災で避難者多数

• 東日本大震災 ＜津波・広域巨大複合災害＞

• 海岸線34,000kmの島国日本の沿岸を襲った巨大津波災害

阪神・淡路大震災以降に発生した地震災害（２０１６．５．３１）

発生日６ 地 震 Ｍ 震度
死者･不明者
（関連死）

負傷者 全壊全焼 半 壊

1923.9.1 関東地震 7.9 ６ 105,000人 52,100人 615,000戸 －

1995.1.17 阪神・淡路大震災 7.3 ７
5,502人
（932） 43,792人 111,941棟 144,274棟

2000.10.6 鳥取県西部地震 7.3 6強 0人 182人 434棟 3.094棟
2001.3.24 芸予地震 6.7 6弱 2人 287人 69棟 749棟
2003.7.26 宮城県北部地震 6.4 6弱 0人 677人 1,276棟 3,809棟
2003.9.26 十勝沖地震 8.0 6強 2人 849人 116棟 368棟

2004.10.23 新潟県中越地震 6.8 ７
15人

（53人）
4,805人 3,184棟 13,810棟

2005.3.20 福岡西方沖地震 7.0 6弱 1人 1,204人 144棟 353棟
2007.3.25 能登半島地震 6.9 6強 1人 356人 686棟 1,740棟
2007.7.16 新潟県中越沖地震 6.8 6強 15人 2,346人 1,331棟 5,709棟
2008.6.14 岩手･宮城内陸地震 7.2 6強 23人 426人 34棟 146棟
2008.7.24 岩手県北部の地震 6.8 6弱 1人 211人 1棟 0棟

2011.3.11 東日本大震災 9.0 7 18,603人
（3,407人）

6,220人 121,809棟 278,496棟

2014.11.22 長野･神城断層地震 6.7 6弱 0人 46人 81棟 172棟
2016.4.16 平成28年熊本地震 7.3 ７(2) 50人(20） 1,663人 6,990棟 20,219棟
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震度７の四大震災の被害状況

阪神・淡路 新潟県中越 東日本 熊本

発生期日 1995.1.17 2004.10.23 2011.3.11 2016.4.16

Ｍ M７．３ M６．８ M９．０ M７．３

最大震度 震度７ 震度７ 震度７ 震度７

全壊全焼 １１１,９４１ ３,１８４ １２１,８０９ ６,９９０

半 壊 １４４,２７４ １３,６１０ ２７８,４９６ ２０,２１９

直接死者 ５,５０２ １６ １８,６０３ ５０

関連死者 ９３２ ５２ ３,４０７ ２０

負 傷 者 ４３,７９２ ４,８０６ ６,２２０ １,６６３

☆被害は「平成23年東北地方太平洋沖地震（総務省消防庁第153報：2016.3.8）」と「東日
本大震災における震災関連死の死者通（内閣府：2015年9月30日）」及び「熊本地震は、
総務庁消防庁「熊本県熊本地方を震源とする地震（第56報：2016．5.27）」による。

２．切迫している首都直下地震！

• 東日本大震災の余震によって、地震が三倍
にも発生している首都圏

• とくに、「茨城沖」、「千葉沖」で多発している。

• 一都七県の首都圏内で、Ｍ7.0の地震が発
生する確率は、4年間で70％（平田直2012）

• 都心直撃の地震が起きる確率は、4年間で
は１５％とも？（東大：加藤孝明2013）

★やはり、明日起きても「想定外」ではない！

政府が

災害対策検討
の対象とした

都心南部直下
地震の
想定震度の
分布

地震災害に脆弱な木造密集市街地



2016/6/2

3

都心南部直下地震
（冬夕方・風速８ｍ）
全壊＋全焼棟数

都心南部直下地震（２０１３内閣府）と
東京湾北部地震（２０１２東京都）

想定項目
都心南部直下地震 東京湾北部地震

全域分 東京都分 東京都分

建
物

現存木造棟数 １０，５５３千棟 １，８５３千棟 ２，０１１千棟

現存非木造棟数 ３，９４４千棟 ７５７千棟 ８１５千棟

合計現存建物棟数 １４，４９７千棟 ２，６１０千棟 ２，８２６千棟

震度６弱以上暴露建物 ６，７１０千棟 ２，４７５千棟 －

全壊棟数 １９８千棟 １１２千棟 １１６千棟

焼失棟数 ４１２千棟 ２２１千棟 ２０１千棟

合計全損棟数 ６１０千棟 ３３３千棟 ３１７千棟

人
口

現存深夜人口 ４，７２２万人 １，３１３万人 １，３１３万人

現存昼間人口 ４，６８８万人 １，６２２万人 １，４９５万人

現存夕刻人口 ４，６６４万人 １，５７３万人 －

震度６弱以上暴露深夜人口 ２，９７０万人 １，２７２万人 －

死者数 １６～２３千人 ８．９～１３千人 ９．６千人

東京湾北部地震（2012：M7.3・18時・風速8m)
倒壊と焼失で１万棟を超える11区

区名 全棟数 全壊棟数 焼失棟数 全壊･焼失 全損比

大 田 １４４,１８０ １１,１０８ ２９,７９２ ４０,９００ ２８.４%

杉 並 １２３,２１３ ３,６９２ ２２,３３９ ２８,２７２ ２２.９%
世田谷 １８５,６４５ ６,０７４ ２１,７２７ ２７,８０１ １５.０%
品 川 ７６,３０１ ５,２８１ ２０,０９５ ２５,３７６ ３３.２%
足 立 １４３,３２７ １０,０８２ １５,００７ ２５,０８９ １７.６%
江戸川 １２１,９１８ ８,７４４ １３,９１０ ２２,６５４ １８.６%
葛 飾 １０６,７８４ ７,４４６ １０,３６２ １７,８０８ １６.７%
墨 田 ５７,８７０ ９,９０２ ７,７５５ １７,６５７ ３０.５%
目 黒 ６４,４８５ ２,５３８ １０,７９５ １３,３３３ ２０.７%
荒 川 ３８,５２１ ７,２１７ ４,４９２ １１,７０９ ３０.４%
江 東 ５１,９８６ ８,０１０ ２,９９７ １１,００７ ２１.２%

３． 阪神・淡路大震災の復興プロセス
に学んだ「東京の事前復興対策」

●阪神大震災の復興の取り組みは

震災直後から始まった
＊緊急期 （２日～１週間）

・被災者の救済需要が最大の期間である。

・避難所に多くの被災者が避難生活をしている時期
であった。

・この期間に街区単位に「被災地の被害状況」を把
握し、計画復興対策の必要性を判断した。

・１週間目に「復興対策体制」を構築し、2週間目に
｢都市復興の事業区域｣を確定し、公表した。
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ライフライン復旧･避難者の推移と復興計画

復興調査
原案作成

復興計画
説明広報
合意形成

復興の取り組みの判断のために

市職員が策定した被災図
（震災後3～5日に街区単位で被災調査を行い、

作成した被災図。これに基づき、復興本部の立ち
上げと、復興計画への取り組みが始まった。）

神
戸
の
被
災
市
街
地
・兵
庫
区

1/31 建築基準法「84条」建築制限区域
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17 18

震災復興都市計画
法定事業位置図

①法定事業（都市計画）
・街路事業
・土地区画整理事業
・都市再開発事業
・住宅地区改良事業
②任意事業（都市計画）
・住宅市街地総合整備事業
③個別復興支援事業

①重点復興地区・・・黒地地区
②復興促進地区・・・灰色地区
③復興推進地区・・・白地地区

白地地区（復興推進地区）

灰色地区
（復興促進地区）

黒地地区

（重点復興地区）

鉄道・駅

任意事業
による復興

法定事業
による復興

被災者の個別復興の推進

阪神大震災の復興プロセスと都市復興過程

①発災～２週間：被害概況調査
・復興対策本部の設置
・84条建築制限区域の設定
・復興基本方針の検討

②２週間～２ｹ月：都市復興事業の概要決定
・復興整備条例の公布
・罹災証明の交付開始
・生活支援策の提供（連続復興）
・復興都市計画(特措法区域)の法決定

③２ｹ月～３ｹ月 ：復興基本計画の策定開始
④３ｹ月～６ｹ月 ：復興基本計画（住宅/都市/総合）決定
⑤６ｹ月～１年間：復興事業計画の法決定・事業開始
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復興都市計画は、被災者が避難所にいる時期
（応急対応期）に決定された

・建築基準法８４条制限方式は、制限期間２ヶ月以内の
都市計画決定を求める。行政的には、都市復興が先陣。

・被災者の状況からは、「生活」が先陣。そして、

「住まい」、「仕事」、「まち」（都市）の復興を考える。

・しかし、復興都市計画にも「住民参加」が不可欠である。

その住民の多くは「被災者」である。

・どのように被災者と事前協議をおこなったか。

・被災現地で、計画の公開：「現地復興事務所」

・復興のための住民組織 ：「まちづくり協議会」

・計画決定後、事業決定に向けて計画内容の詰めを

まちづくり協議会で展開：「２段階都市計画決定」

４．首都だから震災復興も事前に取組むべし

• 阪神大震災を6倍ほど上回る首都直下地震の被害
から、首都東京を阪神と同じタイムテーブルで復興
していくには、迅速な地域協働復興が重要。

• 発災直後から始まる都市復興の取り組みは、事前
の準備が不可欠、というのが阪神大震災の教訓

• しかも「震災復興」は、都市復興・住宅復興から議
論が始まるが、総合的な復興が必要。

• それは「被災者にとって、必要な震災復興」を目指
さなければならないからである。

• しかも、「首都の復興の遅れ」は、国内のみならず、
外国までさまざまに波及し、経済的な間接被害を
拡大させるだろう。

想定外にも備える事前復興対策
～五段階の事前復興計画の取り組み～

（１）どのような復興を目指すのか
復興デザイン・ビジョン論：復興目標像づくり

• 「震災復興グランドデザイン（復興計画論）」
（２）どのように復興計画を策定するのか

計画・事業ガイドライン論：復興計画・政策づくり
• 「震災復興マニュアル（復興施策編）」
（３）どのように復興を進めるか

復興プロセス・運営論：復興プロセス管理
• 「震災復興マニュアル（復興プロセス編）」
（４）どのように継続するか

復興まちづくり訓練論：復興訓練からの新しい防災の発想
• 「都市復興図上訓練・復興まちづくり訓練・事前実施論」

災害復興まちづくり訓練と復興まちづくりの事前実施
（５）どのように事前に実践するか

事前復興まちづくり実践論：復興まちづくりの事前実践論
• 「地籍調査・復興まちづくりの地区計画策定・事前高台移転・・・」

東京都の「事前復興対策の取り組み(1)(2)(3)
(2)震災復興マニュアル（施策編）／(3)（プロセス編）／(1)震災復興グランドデザイン
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＜ビジョン＞：復興の「方針」と「目標像」
◎「復興街像」とは何か。「災害復興の合意形成」と
は地域住民と行政が「復興目標像」を共有すること。
復興で、地域住民は、どんな「まち像」で生活の再
建を目指すのか。事業者や企業はどんな「都市像」
で事業の再建を目指すのか。
被害想定をもとに事前の考えておくべきであろう。

◎事前にそのようなまち像・都市像を議論しておくこ
とは重要であろう。その前提には「都市計画マス
タープラン」がある。
都市マスでは「防災まちづくり方針」は描くが、さ
らに「復興まちづくり方針」を描き、議論しておく。

＊東京都ホームページ（http//www.metro.tokyo.jp）

（１）「震災復興グランドデザイン」 震災復興グランドデザイン （復興戦略プロジェクト）

震災復興グランドデザインの構成

安心安全な市街地
としての再生

被
災
を
繰
り
返
さ
な
い
、
環
境
と
共
生
し
た
国
際
都
市

緑の環状市街地
の構築

親水河川の再生

国際ビジネスセンター
の拡充

安全な地盤の構築

基幹交通ネットワーク
の形成

都市のバックアップ公園
の新設拡充

目標 理 念 戦略プロジェクト 内 容

復興土地区画整理事業・
・再開発事業・地区計画等

ガレキでスーパー堤防・
土地区画整理事業

水と緑のネットワーク・
街路樹や歩道空地整備

ライフスポットの防災公園
の新設・既存公園の整備

河川緑地の再整備・
清流復活・緩傾斜堤防等

安全なＩＴ都市と
都心居住の推進

主要幹線道路・駅前広場
高速道路ネットワークと

地下化･連続立体交差整備

共助､連携の
都市づくり

国際文化都市
の整備

環境共生都市
の創造

安全都市
の構築

木造密集市街地での「緑の回廊」プロジェクト
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葛飾区の都市計画マスタープランに描いた
「震災復興まちづくりの方針」

葛飾区の都市計画マスタープランに描いた
「震災復興まちづくりの方針」

＜ガイドライン＞：復興構想や計画事業の計画策定
のための、行政マンのための計画策定マニュアル

◎被害状況、基盤整備状況、地域特性などよる、
復興計画の区域区分や事業区分。

◎重点区域・促進区域・推進区域の違い。

◎どこで、どのような事業をするのか。

・説明資料の準備

・何故そんな復興計画なのか？

どのような負担を住民に強いるのか？

どのようなメリットがあるのか？

（２）震災復興マニュアル（復興施策編） ②震災復興マニュアル
「施策編」の構成

序章
１節 マニュアルのしくみと対象

２節 マニュアルの管理と見直し

３節 復興施策検討の基本的視点

「自立・共助と公助」

「政策の優先順位」

「都民との協働・連携」

「公平性」

「東京の特殊性」

「事前準備と

包括的パッケージの提示」

４節 地域協働復興の推進

第２章 復興体制の構築
１節 東京都震災復興本部の設置
２節 被害状況および復旧・復興

状況の把握
３節 震災復興計画の策定
４節 財政方針の策定等

・・・・・復興基金
５節 人的資源の確保

・・配置・派遣・支援
６節 用地の確保

・・・空地の事前調整
７節 がれき等の処理
８節 広報・相談体制
９節 学校教育・・・・避難所や

グランド利用の関連
１０節 文化・社会生活
１１節 外国人への支援
１２節 ボランティア等の市民活動
１３節 消費生活

・・・物資・物価の安定
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震災復興マニュアル
「施策編」の構成

第３章 都市の復興
１節 目的等
２節 都市復興のプロセス
３節 行動プログラム

・家屋被害概況調査
・家屋被害状況調査
・都市復興基本方針
・第一次建築制限
・時限的市街地
・復興対象地区
・都市復興基本計画(骨子案)
・第二次建築制限
・復興まちづくり計画等
・都市復興基本計画
・復興事業
・今後の取り組むべき事項

第４章 住宅の復興
１節 住宅復興計画の策定
２節 応急的な住宅の整備
３節 自力再建への支援
４節 公的住宅の供給
５節 安全･快適･福祉のまちづくり推進

第５章 くらしの復興
１節 医療
２節 福祉（地域福祉と生活支援)
３節 保健（保健と生活環境整備)

第６章 産業の復興

１節 産業復興方針の策定

２節 中小企業施策・・事業仮設・物流確保

３節 観光施策・・・都市イメージの回復

４節 農林水産業施策

５節 雇用・就業施策 ・・・離職者支援・再

就職斡旋・雇用の確保・・・

６節 相談・指導体制の整備

都市復興の地域区分
の考え方と

地区復興まちづくり
モデルプラン

阪神大震災の復興と首都直下地震の復興対策の構成

被災地
被災者

首都機能
基盤施設
事業所
経済
雇用

市街地
住宅
生活
文化
教育
公共

阪神淡路大震災 東京都心南部地震

全壊・全焼建物 １１１，１１７ 棟
１８７，２２８世帯

６１０，０００ 棟
１，５００，０００世帯

半壊建物 １３７，２７１ 棟
２５９，２４６世帯

２５０，０００ 棟
６５０，０００世帯

建物被害 （＠1000万円） 住宅 4兆300億円
業務1兆7700億円

住宅21兆5000億円
１００万事業所

法定都市計画事業*
任意都市整備事業*

３１０ｈａ
１，９００ｈａ

５，０００ｈａ
１０，０００ｈａ

都市インフラ* 交通復興の遅れ 復旧復興の短期化

住
宅
再
建
*

合計（県＋市）
復興公営
借上公営
公団公社
再開発系
民間再建

２年半の全供給

１９７，０００戸
５４，６００戸
２３，７００戸
３６，７００戸
５，９００戸

７６，１００戸
２７８，０００戸

１，８００，０００戸
５００，０００戸
２１７，０００戸
３３５，０００戸
５４，０００戸

６９４，０００戸
－－－

生活再建支援 －－－ ６兆５千億円

福祉・医療・文化支援等* 復興基金９千億円 復興基金６兆円

＊阪神大震災の
比率等を参考に
に設定した

首都直下は１００兆円規模の「復興」
★「住まいと街とインフラの復興」 ＜７２兆円＞
• 都市再開発事業 350ha×300億円＝ 11兆円
• 土地区画整理事業 4,650ha× 30億円＝ 14兆円
• 任意事業市街地復興 10,000ha× 6億円＝ 6兆円
• 公共施設･･････････････････････････････・・・・ 8兆円
• 住宅再建 ： 220万戸×1500万円 ＝ 33兆円
★応急対応の費用 ＜８兆円＞
• 避難所費用 ： 220万世帯×90万円 ＝ 2兆円
• 震災廃棄物処理（非住宅の公費解体も） ＝ 1兆円
• 応急仮設住宅：170万戸×0.3×1,000万円＝ 5兆円
★生活･雇用･福祉･文化など「人間と社会の復興」＜３２兆円＞
• 生活再建支援（公的支援） ･････････････････ 7兆円
• 復興基金 ････････････････････････････････ 9兆円
• 産業復興支援 ･･･････････････････････････ 16兆円
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＜プロセス＞：合意形成・事業実施のプロセス

◎「地域協働復興」を基本理念に、「復興まち
づくり地域協議会」を立ち上げ、計画づくり
のみならず、その後の事業推進についても、
地域力と協働して、プログラムを推進する
“神戸の復興まちづくり方式”を基本として
いる。

◎全体像を議論するためには、連合自治会的に
説明会を行い、復興協議会は、事業に合わせ
て組織づくりする。既存組織を前提にすると、
それに事業区域が引きずられる可能性もある。

◎最も重要なのは、事前に木造密集市街地での
まちづくりを活発化しておくこと。

＊東京都ホームページ（http//www.metro.tokyo.jp）

（３）震災復興マニュアル（復興プロセス編） ③震災復興マニュアル
（復興プロセス編）

＜原 則＞ 自助･共助･公助

協働と連携

＜基本視点＞＞

①住民主体（自助・共助）と支援
（公助）

②多様なプロセスへの対応（多
様な公助）

③本格復興までの暫定的な生
活の場の確保

④平時からの地域づくり活動の
推進と支援

⑤「震災復興グランドデザイン」
に基づく都市復興 と総合的
な地域づくり

＜基本方針＞＞

①「被災者の思い」に答える生
活再建・地域協働復興

②迅速な地域力回復・コミュニ
ティ再生・就業再開

＜方 針＞

①復興についての住民等の
地域協議を支援する

②専門家やＮＰＯによる復興
街づくり活動の支援

③被災者がまちで協議のため
に時限的市街地づくり

～仮設市街地づくり～

④避難対策から本格復興まで
の連続的復興

⑤多様な事業主体･手法の居
住確保で複線的復興

震災復興
マニュアル
・グランド
デザイン
の共有

平時

地
域
づ
く
り
の

組
織
が
あ
る

地
域
づ
く
り
の

組
織
が
な
い

組
織
づ
く
り
の
支
援

地震発生

避
難
生
活
期
か
ら
地
域
復
興
体
制
づ
く
り

復
興
組
織
の
設
立

組
織
が
で
き
な
い

組織強化

組織化

地域の復興組織
づくり働きかけ

避難生活期 復興始動期

「
地
域
力
」
に
よ
る

「
地
域
協
働
復
興
」

グランドデザインに基づく

復興都市づくりの提案
住民組織
の支援

復興への考えが
地域で

共有できない

ステップ１ ステップ２

地域復興
協議会
の結成

協働
復興区
の認定

時限的
市街地
の形成

地域づくり
協議の
本格化

合意形成

本格復興期

計画づくり支援
時限的市街地の支援

多様な復興事業
メニューの活用

ステップ３

本格復興
の
展開

・都市の復興
・住宅の復興
・暮らし復興
・産業の復興

復
興
の
実
現

行政主導による都市復興

個人による個別復興

整
合

専門家支援

被災市街地

時限的市街地 仮設事業所応急仮設住宅

自力仮設

東京の震災復興：ステップ１ 被災市街地に時限的市街地を

避難所避難所

避難所 避難所

借上住宅

地震発生
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仮設住宅･店舗等
↓

復興住宅･店舗等
仮設事業所応急仮設住宅

自力復興住宅
自力復興店舗

東京の震災復興：
ステップ２「時限的市街地からの都市復興」とは

復興公営住宅

復興
都市再開発

自力仮設

時限的市街地→復興市街地

借上住宅

土地区画整理
地区計画

二
次
災
害
を
防
ぐ
た
め
に
避
難･･･

避
難
所
・他

地
震

応急危険度判定

建
物
被
害

概
況
調
査

建
物
被
災
度

判
定
調
査

避難生活期から
復興体制づくり

多くの人々が
避難している
被災市街地

復興本部の設置

建築基準法８４条
制限区域の設定

建物被害
詳細調査

地域復興
協議会の結成

計画的な市街
地復興の区域
と方針の決定

重点復興
地区

都市計画事業

復興誘導
地区

個別再建支援

復興促進
地区
任意事業

個別再建支援
基本方針の公表

地域復興協議会の活動本格化
＊時限的市街地 ＊復興まちづくり計画 ＊合意形成

＊都市計画事業／任意事業／個別再建の調整

時
限
的
市
街
地
づ
く
り
の
支
援

＊
仮
設
計
画
／
設
計

＊
協
働
復
興
区
の
認
定

＊
借
地
な
ど
支
援

＊
仮
設
建
築
の
支
援

第
二
次
建
築
制
限

＊
都
市
計
画
決
定
に
よ
る
制
限

＊
被
災
市
街
地
復
興
特
別
措
置

法
の
指
定

都
市
復
興
基

本
計
画
（
案
の

の
策
定
・
公
表

復興まちづくり
計画の決定

都
市
復
興
基
本
計
画

の
決
定
・
公
表

復
興
事
業
の
推
進

罹災証明
の発行

罹災者
の支援

地
震
保
険

査
定
調
査

＜都市復興のプロセス＞

（４）世界最先端の試み「震災復興訓練」

①東京都主導の「都市復興模擬訓練」

＊行政職員による都マニュアル「復興施策」の実践的訓練

＊都市整備局主導で1998年度から毎年開催（2015が18回目）

＊第17回（2014）は、台東区・文京区「谷中・根津・千駄木地区」を事例に

＊第18回（2015）は、初めて多摩地域で（調布市若葉町・東つつじヶ丘）で

＊「地域協働復興」による都市復興の進め方の疑似体験。

②「復興まちづくり模擬訓練」 （2015.3現在）

＊復興まちづくりプロセスの地域社会との共有化

＊（14区14市）８区１市42地区以上で「復興まちづくり訓練」を実
践し、区市のマニュアルづくりや新しい防災まちづくりの展開に。

③区市の「復興マニュアル・復興条例」づくり（2015.3現在）

＊２１区４市でマニュアル策定の取り組み（策定２１区２市）

＊１８区５市で復興整備条例制定の取り組み（制定１４区１市）

① 「都市復興図上訓練」とは

★都が区市職員を対象に、とくに都市復興を中心に、
『震災復興マニュアル（施策編）』について、
行政としての復興対策の取り組み訓練を行う。

★おもに都市復興の中心となる都市整備部局と災害対
策部局の職員が参加。

＜都市復興図上訓練での主な項目とプログラム＞
①モデル地区での街歩きと、街区単位被害調査訓練
②被害想定に基づく８４条制限区域設定訓練
③復興地区（重点・促進・誘導地区）区分
④地区まちづくり方針及び計画の作成訓練
④‘時限的市街地（仮設市街地）づくりの検討
⑤都市復興基本計画（骨子案）の作成訓練
⑥訓練成果発表会：復興計画説明会での説明訓練
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震災復興模擬訓練２０１１
（写真：上池袋地区を事例に行った時の訓練状況）

木造密集市街地と都市復興訓練事例地区

東京の木造密集市街地の実態（大山地区）
（大山地区での訓練実施は2010年度）

耐 火 造 966棟
準耐火造 494棟
防 火 造1,691棟
木 造 128棟

建物構造現況

建物構造の現況と街並み
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個別不燃化が進む街

東京の木造密集市街地の実状と
復興訓練用に設定した被害想定イメージ

全世帯数 ８，９５０世帯
単身世帯 ４，６４５世帯
高齢単身世帯 ９５６世帯
幼児同居世帯 ５５３世帯
持家世帯 ４，０４３世帯
人 口 １７，００６人
高 齢 者 ４，２３１人

１００％
５２％
１１％
６％

４５％
１００％
２５％

耐 火 造 966棟
準耐火造 494棟（半数を非木造）
防 火 造 1,691棟
木 造 128棟
延焼被害地区 4.7ha
揺れの被害集中地区

木 造 非木造 合 計

全 棟 数 2,066 1,213 3,279 100%
全壊棟数 77 10 87 2.6%
半壊棟数 410 59 469 14.3%
一部損壊 約1,650 1,650 50.0%
焼失棟数 421 421 12.8%
焼失面積 4.70ha 4.70ha 6.0%

（建物２００６年、２００５国勢調査）

★地区全面積 ７８ha
★平均 ２.７世帯／棟

持地持家 ２５％ 借地持家 ２０％
借地借家 １５％ 賃貸住宅 ３５％
事業所 ５％ （推定値）

② 「復興まちづくり模擬訓練」とは
●「震災復興マニュアル」で考えているように、

「地域力」を基礎に、

「地域協働復興」の

「復興まちづくり」はできるか？

↓
★「復興」についても、対策の事前準備なのであるから、
行政的にも地域的にも「訓練」をしよう。

●行政の「都市復興図上訓練」と並行して（1998～ ）

●訓練は、「地域力」の基となる「復興まちづくり訓練」を

「復興市民組織育成事業」として（2004～06）
●区市が主体的に、継続（2007～ ） ４０地区超で
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上池袋地区・震災復興まちづくり訓練(2010)
〜震災後の時間の経過に即して訓練する～

第２回
街に留まっ
て、復興に
取り組むた
めの時限的
市街地を考
える

第３回
上池袋の街
の復興計画
を考える。

第４回
上池袋の街
の復興まち
づくりの進
め方を考え
る

第１回
上池袋の街
の地震被害
をイメージ
し、課題を
話し合う

上
池
袋
地
区
の

復
興
ま
ち
づ
く
り
訓
練

上池袋地区・
震災復興まち
づくり訓練

改めて、上池袋
の街を歩き、

新たな発見もあ
りました

上池袋地区・
震災復興まち
づくり訓練

街の課題をまと
めて、班ごとに
報告

東京都市計画
堀切二丁目周辺及び四丁目地区
防災街区整備地区計画の決定について

（５）実践する「事前復興」の取り組み

葛飾区堀切地区では、不燃化特区と密集市街地整備事業
による修復型防災まちづくりを進めるために、「防災街区整
備地区計画」を法定決定(2015)した。地区計画の地区整備
方針に、「震災復興にあたっては、基盤整備型のまちづくり
を目指す」と明記した地区計画を法定決定したのである。
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地震に関する地域危険度測定調査（第７回／H25.9）

危険度ランク
前回→今回

都内順位（5099町丁目）

前回→今回

１丁目 4→4 331→240

２丁目 4→５ 110→75

３丁目 3→3 404→600

４丁目 4→4 160→146

５丁目 5→5 61→52

●総合危険度
○町丁目ごとの危険性（建物倒壊や火災）の度合を

５つのランクに分けて相対的に評価

○今回からは新たに災害時の活動のしやすさ（困難
さ）を表す指標として、道路基盤の整備状況に基
づき「災害時活動困難度」を測定し、災害時活動
困難度を考慮した危険度についても評価

堀切二丁目、四丁目、五丁目の危険度が区内でも
特に高く、危険度の改善が課題

地区の現状 地区の現状

東京都 防災都市づくり推進計画（H22.1）

●都内２８の「整備地域」を指定
・地域危険度が高い
・特に老朽化した木造建築物が集積

立石・四つ木・堀切地域（約433ha）

拡大

整備地域は震災時の甚大な被害が想定されており、
防災まちづくりを早急に展開することが課題

『不燃化特区支援制度』がスタートしました！

平成26年4月1日、本地区は東京都が実施している
「木密地域不燃化10年プロジェクト」の「不燃化特区」に指定されました

図：不燃化特区の指定範囲

固定資産税・都市計画税の減
免を受けられます

『木造建築物の建替え助成』
の上限が変更になります

さらに葛飾区独自の
取組みとして、

●木密地域不燃化10年プロジェクトとは？

大地震が発生した場合、特に甚大な被害
が想定される都内の木密地域(整備地域約
7,000ha）を対象に、平成３２年度までの重
点的・集中的な取り組みを実施。

木密地域を燃え広がらない・
燃えないまちに！

不燃化特区（新たな支援策）

項目 制限の主旨・概要

構造
原則として、耐火建築物または準
耐火建築物

用途

風俗営業等の規制および業務の適
正化等に関する法律 第2条第6項
各号及び第9項に規定する営業の
用に供する建築物の禁止

敷地面積の
最低限度

66㎡（敷地の細分化の禁止）
ただし、既存の66㎡未満の敷地等
は適用除外

壁面の位置
地区施設区域内への建築物・工作
物の設置禁止

形態・意匠 周囲と調和したデザインへの誘導

垣・柵
道路沿いへの倒壊しやすいブロッ
ク塀等の禁止

建替えルール（案）

地区計画の建替えのルール

■土地利用の区分
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【地区の課題】
○防災面での問題、駅前としての地域の顔づくりの問題、住民の
高齢化の問題などを抱えており、今後、京成本線荒川橋梁架替
事業による地区環境の変化や現在の良好な住環境や下町風情
を感じる街並みの変化も予想される。

【目標像】

○そこで、本地区の水路跡や路地等で構成される既存の骨格が
形成する街路空間や街並みの魅力を活かしながら、京成本線荒
川橋梁架替事業と連携した主要な生活道路の整備、避難ルート
の確保、建物不燃化の促進などを進め、さらに、地区全体が震災
復興まちづくり方針における「基盤整備型復興地区」として
位置付けられており、震災に備えたまちづくりに事前から取り組
むことで、『下町特有の風情の継承と防災性の向上の両立に留
意しながら、住まいの更新を進め、堀切に住みたい人が住み
続けられるエリア』の実現を目指す。

地区計画の目標

「事前復興」という視点から

防災まちづくりの発想転換を図り、
復興につながる防災まちづくりを

“防災まちづくり”の隘路は「現実の呪縛」
『被災は｢現実の呪縛｣の破壊』

被害想定に基づく「復興想定」によって

被災後に目指す“復興まちづくり”を共有し、
その実現に今から取り組む。

必ず発生する「想定外」に備えて！

４．防災都市づくり推進計画

• 東京都は、新潟地震(1964)を受け、ポスト東京
オリンピックの都市政策の柱として、１９７６年
の「地震に関する地域危険度」の公表、危険
度の高い地区の防災まちづくりと都市火災の
対策として１９８０年、区部を対象に、「防災生
活圏整備構想」と「防災都市構造（延焼遮断
帯）整備計画」を策定した。

• 阪神・淡路大震災の後、木造密集市街地が広
がっていた多摩地域を含めて“防災都市づくり
マスタープラン”として「防災都市づくり推進計
画」を策定。

• 2016年3月に、第4次計画を公表した。

整備すべき木造住宅密集市街地(2016)
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防災都市づくり計画

延焼遮断帯

骨 格 防 災 軸 537km 95%（延焼遮断率）
主要延焼遮断帯 312km 64%
一般延焼遮断帯 832km 48%

重点整備地域と
整備地域

整 備 地 域 28地域 6,900ha
重点整備地域 11地域 3,100ha （53地区）

防災都市づくり推進計画の整備目標（イメージ） ５．首都・東京だからこそ震災
復興に事前の取り組みが重要

• 東日本大震災の復興は、これからの復興のモデ
ルにはならない。沿岸被災地の復興は課題山積。

• 発災直後から始まる都市復興の取り組みには、事
前の準備が不可欠、が阪神大震災からの教訓

• しかも「震災復興」は、都市復興・住宅復興から議
論が始まるが、総合的な復興が必要。

• 被災地を「迅速に復旧･着実に復興」する事前復興

• 「首都の復興の遅れ」は、国内のみならず、外国ま
でさまざまに波及し、日本経済の風評被害を引き
起こし、経済的な間接被害を拡大させる。
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課題(1) 復興都市･まちづくりの事前実践

• 阪神大震災や東日本大震災を遙かに上回る首都
直下地震の被害が出てからの復興では遅い。

• 迅速に首都東京を復興していくには、復興対策も
犠牲者が出てからではなく、事前の準備と実践を

• 第一に、発災直後から始まる都市復興の迅速化に
は、事前の準備が不可欠。まずは「マニュアル」を

• 第二に、合意の形成とは「復興で目指す地域像の
共有」である。区市町村の都市計画マスタープラン
に「復興グランドデザイン」を！

• 都市復興の課題が山積する木造密集市街地では、
「復興まちづくり訓練」を通して、復興まちづくり方
針を地区整備方針に盛り込んだの「地区計画の事
前策定」や復興事業の遅れの原因となる「地籍調
査」の事前実施を

これからの被害軽減「事前復興のまちづくり」を

防災いえづくり
災害対応活動準備
防災訓練・避難訓練

防災まちづくり
復旧復興対策準備
復興まちづくり訓練

地
震
発
生

災害対応
消火
救出
救助

１次被害の
拡大防止

復興対策
事業所復興
企業復興
間接被害の

軽減

復旧対策
仮設住宅

仮設作業所
間接被害の

軽減

平時の防災の取り組み

一
次
被
害
は

減
っ
た
か

被災想定に基づく｢事前復興｣の取り組みとして

「事前復興の都市・まちづくり」の推進を

• 阪神大震災や東日本大震災を遙かに上回る首都直
下地震の被害が出てからの復興では遅い。

• 迅速に首都東京を復興していくには、復興対策も犠
牲者が出てからではなく、事前の準備と実践を！

• 第一に、発災直後から始まる都市復興の迅速化に
は、事前の準備が不可欠。まずは「マニュアル」を

• 第二に、合意の形成とは「復興で目指す地域像の共
有」である。区市町村の都市計画マスタープランに
「復興グランドデザイン」を！

• 都市復興の課題が山積する木造密集市街地では、
「復興まちづくり訓練」を通して、復興まちづくりの「地
区計画の事前策定」や「地籍調査の事前実施」を

課題(２)首都圏の事前復興
• 「首都の復興」は待ったなし

★そのために、国も、都県も、市区町村も、復興への

準備に、被害想定をもとに事前に取り組むこと。

• 国は「外交」「経済」「防衛」の政府機能の継続と、

• 国は「広域首都圏整備」としての復興基本方針を。

• 東京都は、神奈川県・埼玉県･千葉県と連携して
「広域復興」「首都圏復興方針」の検討に取り組む。

• 市区町村は、復興マニュアルを準備し「地域の復
興」と「被災者の復興｣、事前実践に取り組む。

★「大規模地震復興法の制定」を受けて事前復興を

都県は「復興方針」、区市は「復興計画」の準備を
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大規模災害復興法
(2013.6.21）の概要

１復興に関する組織等
●復興対策本部の設置

内閣総理大臣は、大規模災害が
発生し、復興を推進する必要があると
きは、内閣府に復興対策本部を設置。
●復興基本方針の策定

政府は、復興のための施策に関す
る基本的な方針を定める。
２復興方針・復興計画の作成等
●大規模災害を受けた市町村が、

土地利用の再編などによる円滑かつ
迅速な復興を図るため、政府の復興
基本方針等に即して、復興計画を作
成できる。
●大規模災害を受けた都道府県が、

復興基本方針に即して、都道府県復
興方針を定めることができる。
３復興計画等における特別の措置
●復興計画に関する協議会を設け

て協議等を経て、復興計画を公表す

ることで、土地利用基本計画の変更等をワ
ンストップで処理できるものとする。

●復興計画に記載された復興整備事業に
ついて、許認可等を緩和する特例を設ける。

●復興の拠点となる市街地を整備するた

め、一団地の復興拠点市街地形成施設に
関する都市計画を設ける。

●市町村等からの要請により、都道府県
等が都市計画の決定等を代行できるもの
とする。等

４災害復旧事業に係る工事の国等の代行

●被災した地方公共団体を補完するた

め、要請に基づいて、漁港、道路、海岸保
全施設、河川等の災害復旧事業を国等が
代行できる。

５その他

●国は、大規模災害が発生し、特別の

必要があるときは、復興のための財政上
の措置等を速やかに講ずるものとする。等

首都圏としての広域調整方針と
復興現場･市町村での取り組みを
• 次の関東大震災までに、複数回の直下地震が繰り
返されるとする「首都圏」

• 繰り返される直下地震からの「復興」は、次の関東
大震災への備えでなければならない。そのためにも

• 首都圏としての「首都圏復興方針」を、国も９都県
市も被害想定に基づいて検討しておくべき。

• その「首都圏復興方針」はこそが、国の事前復興で
もあり、首都圏整備の方向でもある。

• 区・市は復興の実施部隊。マニュアルの策定･改定
を。そして、それに基づいて、復興まちづくり訓練を。

課題（３） 全国への事前復興の展開
• 東日本大震災を契機に、「事前復興」の取り組
みは、首都直下地震や南海トラフ地震の被害が
想定される地域で、拡がりを持ってきている。

• 東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、新潟県

• 静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、
高知県、広島県

• 対策の内容はさまざまである。地域防災計画、
業務継続計画（BCP）に、「復旧・復興対策」につ
いて書き込んでいるから、事前復興の取り組み
だと考えている自治体も多い。

• 逆に言えば、地域防災計画に「復旧・復興対策」
を書き込んでない自治体はないわけで、それが
事前復興対策ではない。

災害復興は、トレンドを加速する
＜留意しなければならない復興の「前提」＞

①国土・地域のトレンドの加速････「成長時

代の復興と成熟時代の復興は異なる」

＜目指すべき復興の「目標」＞

②地域安全の確保････「再度被災防止」

③被 災 者の回復････「生活・仕事・住まい」

④地域経済の再生････「地域の活性化」

⑤地域社会の維持････「コミュニティ（絆）」

⑥地域文化の継続････「街並み・モニュメント」
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課題(4)究極の実践する事前復興
災害前に国土強靭化の取り組みでどん

なトレンドを作っておくのか

• 神戸市は、「まちづくり条例」の制定とそれによるまち
づくりの実践が、さいだいの「事前復興」であった。

• 災害前の地域・社会・企業・市民の取り組みが、災
害によって試される

• “脆弱化を引き起こしているトレンド”を改善していく
ための事前の取り組みが重要

• “地域課題の解決”を解決し、多様性ある地域づくり
を、強靭化＋地方創生プログラムで実践。

• それが、過酷事象を乗り越える“地域のトレンド”で、
“復興のいらない地域”づくりのはず。

Imagination can createmore 
effective reconstruction measures.
想像が復興対策を創造する

「事前復興」は「火事場のくそ力」を超える

Thank you for your attention!

防災も復興も「そうぞう力」が重要

「想像力」と「創造力」


